
（別紙様式）

業務改善の実施状況報告

03-3502-8085組織名 大臣官房国際部国際協力課 連絡先

国際協力に係る総括的な業務（食料問題を巡る国際的議論への対応、FAO等の国際機関の活動に係る業務、JICA 等所管する
に係る業務、専門家派遣及び研修員受入業務、各種農業技術等に関する交流事業、国際農業研究機関等の関際業務の概要 の活動

機関に対する拠出金事業に係る業務など）及び、Ｇ８サミット、Ｇ２０サミットに係る総括的な業務

１．職員の基本的な心構え・行動について

・これまでの取組実績及び現在実施している取組 ・今後の課題とその改善策

・ 国民各層に対して、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾌｪｽﾀ等ｲﾍﾞﾝﾄやｾﾐﾅｰ等を通 ・ 広く国民各層に対して、 月に予定されているｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｪｽﾀ10
じて当省が行う国際協力の取組を説明。 等様々な機会を通じて引き続き当省の国際協力の取組を説明

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｪｽﾀ等ｲﾍﾞﾝﾄを通じた国民への説明：３回 （特に地方の国民への説明を強化 。また、当省の国際協力を）
学生との意見交換：５回 分かりやすく説明するための資料作成を引き続き実施。

との意見交換：３回NGO
青年海外協力隊 等との意見交換：３回OB

120 1400（当課職員のべ約 人が対応。説明した相手は約
人）

２．国民視点に立った業務の遂行について

・これまでの取組実績及び現在実施している取組 ・今後の課題とその改善策

（１）政策・事業（業務）等の企画立案・推進に関する取組

・ 当省の国際協力を体系化し、支援の重点分野を「世界の
食料安全保障 「気候変動等地球規模課題への対応 「自」、 」、
然災害・紛争復興支援」の３分野と定め、これらに絞り込
んで支援。また、国民への説明に際し、この３分野の周知
を徹底している。



・ 海外農業投資に関し、当課として以下の取組を実施。こ
れらの取組を通じて海外農業投資への関心が高まってお
り、ＮＨＫでは農地争奪（ランドラッシュ）をテーマとし
た番組を放映。
① 外務省等関係省及び機関と「食料安全保障のための海

外投資促進に関する会議」を設置し、海外農業投資の促
進に関する指針を策定し公表。

② 民間からの支援要望に対応すべく、海外農業投資に関
する総合支援窓口を当省に新設。

③ 当省ＨＰにて海外農業投資に関する情報提供サービス ・ 当省ＨＰの海外農業投資に関する情報提供サービスの掲載情
を開始。 報を充実。

・ 平成２２年度の当課関連の国際協力事業の実施主体選定
では、公募期間の長期化等を通じて公募手続きにおける競

。 （ ）争性・透明性を確保 ７月末までに行った公募 全 件10
ではすべて複数の応募があり、うち５件で民間企業が交付
決定者になった。

・ 当課所管事業の成果物の活用実態を調査し、事業成果の
活用方策を整理し、実施（例えば、ＨＰ等を通じて、事業
成果を 等援助関係者や 等援助実施機関、大学等NGO JICA
有識者等に幅広く共有 。）

・ 開発途上国の飢餓問題と先進国の生活習慣病の問題の２
TABLE FORつの問題を一石二鳥で解決する運動である「

（テーブル・フォー・ツー）プログラム」の取組にTWO
参加するよう当省食堂に（厚生課を通じて）要請し、８月
２日から開始。

また、同日（８月２日 、同プログラムの大学連合代表）
を当省に招き、職員の意識高揚を図るべく、同取組に関す
るセミナーを実施。

・ 当省の国際協力や海外農業投資に係る各種政策課題や援
助対象国・地域に関する情報を迅速かつ的確に収集・分析
すべく、課題別、国・地域別の担当者を任命し、課内体制
を整備。



（２）リスク管理に関する取組

・ 海外での災害やテロ等発生時に速やかに当省関連の派遣
専門家等の安否確認を実施。また、担当者共用のメールア
ドレスを設置し、安全情報等迅速な情報共有を実施。

３．業務を適切かつ円滑に遂行するための職場環境づくりについて

・これまでの取組実績及び現在実施している取組 ・今後の課題とその改善策

・ 課内会議等を通じて職場内のコミュニケーションを活発
に行い、課内の報告、連絡、相談を徹底。また、国際部幹
部と当課若手職員との意見交換を実施（１回 。）

・ 外部からの照会等に対し、照会内容や対応方針・結果等
を課内掲示板で情報共有し、今後の対応に活用。

・ 超過勤務の縮減については、国際部内の勤務管理者（課 ・ 引き続き超過勤務の縮減に取り組み、２２年度の課全体の超
長・参事官）会議を２１年１１月に開催し、課毎の問題点 過勤務時間を年度を通じて月３０時間 人以内に抑制。/
を検証。これを受けて、課内業務の横断的見直しを行うと
ともに、課内職員に超過勤務の縮減徹底を周知し、課全体
で縮減に取り組んだ結果、当課の超過勤務時間を約３１時
間（約４６％）削減(６月分対前年比)

４．その他の農林水産省改革を進めるための取組について

・これまでの取組実績及び現在実施している取組 ・今後の課題とその改善策


